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精神障がいのある従業員の組織適応と不適応を分ける要因に関する実証研究 

－プロアクティブ行動，職務特性，上司サポート，組織的支援の関係性－ 

○ 高知県立大学  氏名 福間 隆康（006284） 

〔キーワード〕組織社会化，情緒的コミットメント，離職意思 

 

１．研 究 目 的 

精神障がい者の民間企業への就職後 1年時点の定着率は 49.3％と他障害に比べ低い現状

にあり（障害者職業総合センター 2017），職場定着の問題が懸念されている。障害者職業

総合センター（2022）によると，就業継続困難と回答した精神障がい者は，職場の人間関

係に不満や悩み，不安を感じており，処遇の向上を目的とした転職を考えている傾向があ

ると述べている。しかしながらその一方で，円滑に会社に馴染む精神障がい者が多いのも

事実である。入社した会社を早期に辞めてしまう精神障がい者と，上手く会社に適応して

いく者との間にはどのような違いがあるのであろうか。先行研究では，上手く組織に適応

している個人と適応できていない個人の間には，個人要因，環境要因，他者要因などに多

くの相違があることが示されている（尾形 2020）。 

そこで本研究では，個人要因（行動特性），環境要因（職務特性），サポート要因（上司

サポート，組織的支援）の 3 つに焦点を当て，精神障がいのある従業員の組織適応と不適

応を分ける要因を明らかにすることを目的とする。これにより，組織に上手く適応してい

る精神障がい者とそうではない者との間の具体的な相違点が明確になり，組織が精神障が

い者の円滑な組織適応を促すために必要な具体的な取り組みを提示することが可能になる

だろう。 

 

２．研究の視点および方法 

本研究は上記の研究目的を達成するため，組織社会化，情緒的コミットメント，職務満

足，離職意思，プロアクティブ行動，職務特性，上司サポート，組織的支援測定尺度を用

いて，入社 1 年目から 3 年目までの精神障がいのある従業員 245 名を対象にインターネッ

ト調査を行った。まず，組織適応タイプを分類するためクラスタ分析を行った。つぎに，

適応と不適応を分ける要因の平均値を比較するため，一元配置の分散分析を行った。 

 

３．倫理的配慮 

倫理的配慮としては，インターネット調査会社のモニターに対して，ウェブ上で調査の

目的，成果公表の仕方などを説明し，同意の得られたモニターから上記の会社を経由して

回答を回収した。なお，調査への参加はウェブ上での回答をもって同意を得たものとした。

本研究は，高知県立大学社会福祉研究倫理審査委員会の承認を得て実施した（承認番号：

社研倫 17-72 号）。 
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４．研 究 結 果 

本研究の分析結果によって明らかになった点は，以下の 3 点である。 

①プロアクティブ行動（ネットワーク構築／活用行動，革新行動，フィードバック探索行

動，ポジティブフレーミング行動）は，適応型のほうが不適応型よりも高い。 

②職務特性（職務自律性，職務自体からのフィードバック，他者との接触）は，適応型の

ほうが不適応型よりも高い。 

③他者サポート（上司の情緒的サポート，上司の道具的サポート，組織的支援）は，適応

型のほうが不適応型よりも高い。 

 

５．考 察 

本研究課題における成果は，組織適応研究に対して理論的含意を持つ。本研究は，プロ

アクティブ行動，職務特性，上司サポート，組織的支援が精神障がいのある従業員の組織

適応と不適応を分ける重要な要因であることを明らかにした。これにより，精神障がい者

の組織適応に役立つ理論的基盤を提供することができた。 

つぎに実践的含意として，組織が精神障がいのある従業員の組織適応を促進する取り組

みを示す｡ 1 つ目は，精神障がい者とのコミュニケーションや情報共有を促進する仕組み

を構築することである。たとえば，定期的な個別面談やフィードバックの実施，コミュニ

ケーションチャネルの整備などが挙げられる。これにより，精神障がい者と組織との信頼

関係や相互理解が深まり，組織に対する適応が促進されるであろう。2 つ目は，上司や同

僚とのコミュニケーションを促進し，ソーシャル・サポートを提供する環境を構築するこ

とである。これには，定期的なフィードバックやコーチング，チームビルディング活動な

どが含まれる。組織内のチームメンバー間の連携やコラボレーションを促進するために行

われる活動は，チームの結束力や信頼関係を築き，コミュニケーションを改善し，協力と

効果的な作業を促進するだろう。以上のように, 精神障がいのある従業員の円滑な組織適

応を促すためには, 組織的サポートの仕組み作りが重要である｡  
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